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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

（業務の適正を確保するための体制）

　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他会社の業務の

適正を確保するための体制について、取締役会において決議した内容は以下のとおりであります。

　なお、以下の決議内容は、平成27年5月1日施行の改正会社法に基づいて変更したものでありま

す。（最終改定 平成27年4月14日）

(1）取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

①当社及び当社の子会社（以下、当企業集団という）全体の企業行動憲章を作成し、取締役

及び使用人全員への浸透を図る。

②リスク・コンプライアンス推進委員会を設置し、同委員会において、コンプライアンスの

実践状況等に関する事項等を協議、決定する。

③各部門にコンプライアンス責任担当者を配置し、宅地建物取引業法、建設業法、その他法

令に係るコンプライアンス活動を推進する。

(2）取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

①法令・定款及び「文書管理規程」等の社内規程に基づき、適切に保存、管理を行う。

②必要に応じて運用状況の検証、各規程の見直し等を行い、取締役または監査役の要請に応

えて、速やかに閲覧提供できる体制を整える。

(3）損失の危険の管理に関する規程その他の体制

①代表取締役社長を委員長とし、取締役及び監査役他、その他の必要な人員を構成員とする

リスク・コンプライアンス推進委員会を設置し、コンプライアンス、環境、災害、品質管

理など、必要に応じてリスク管理の整備・運用上の有効性の評価を行い、問題がある場合

には、それぞれの対応部門へ規則・ガイドラインの制定、研修の実施、マニュアルの作

成・配布の実施等の是正勧告を行う。

②新たに生じたリスクへの対応のために必要な場合は代表取締役社長から全社に示達する

とともに、速やかに対応責任者となる取締役を定める。
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(4）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　取締役会は、取締役の職務の効率性を確保するために取締役の合理的な職務分掌、チェック

機能を備えた権限規程等を定めるとともに、合理的な経営方針の策定、全社的な重要事項につ

いて検討・決定する部門長会議等の有効な活用、各部門間の有効な連携の確保のための制度の

整備、運用、取締役に対する必要かつ効果的な研修の実施等を行う。

(5）当企業集団における業務の適正を確保するための体制

①当企業集団全体に影響を及ぼす重要な事項については、会議の開催による多面的な検討を

経て慎重に決定する仕組みを設ける。

②社会秩序や企業の健全な活動に脅威を与える反社会的勢力に対しては、一切の関係を遮断

し、不当要求に対しては断固拒否する方針とする。また、それぞれの対応部門で不当要求

防止責任者を配置し、大阪府企業防衛連合協議会及び大阪府暴力追放推進センターに参画

して関連情報を収集するとともに、弁護士や所轄警察署などの外部専門機関との連携を強

化し、組織全体で毅然とした姿勢で対応する。

③当企業集団は、金融商品取引法に基づく内部統制報告制度への対応を、企業基盤強化のイ

ンフラ整備の一環として位置づけ、組織の業務全体に係わる財務情報を集約したものであ

る財務報告の信頼性を確保するために、当該財務報告に係わる内部統制の有効かつ効率的

な整備・運用及び評価を行うものとする。

(6）監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項

　取締役の指揮命令に服さない専属の者を配置する。

(7）(6）の使用人の取締役からの独立性に関する事項

　専属の者の人事異動については、監査役は事前の報告を受け、必要な場合は理由を付して人

事担当取締役に変更の申し入れを行う。
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(8）取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制

　取締役及び使用人は、監査役から報告を求められた場合には、必要な報告を迅速に行うほか、

次の事項を遅滞なく報告するものとする。なお、監査役会への報告は常勤の監査役への報告を

もって行い、その報告を行った取締役及び使用人が当該報告を行ったことを理由として不利益

な扱いを受けることを禁止し、その旨の周知徹底を行う。

1．部門長会議で審議・報告された案件。

2．内部監査室が実施した内部監査の結果。

3．会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実を発見したとき。

(9）その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

①内部監査室、秘書室、法務部、人事室、総務部、経営企画部、システム室、財務部所属の

使用人が補助する。

②特に内部監査室は、監査役との緊密な連携を保ち、相互に補完する関係を構築する。

③監査役が職務を執行する上で必要となる費用について会社に請求を行った場合は、監査の

職務の執行に必要でないと明らかに認められるときを除き、会社は速やかに支払うものと

する。

（業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要）

　当事業年度における当社の業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は以下のとおり

であります。

①取締役の職務執行

　経営環境の変化に対応した競争優位性の高い戦略を策定し、スピーディーな意思決定を

行うため、取締役会を原則月１回開催し、緊急を要する案件があれば、書面決議による取

締役会を開催しております。取締役会は、現在７名（うち社外取締役２名）の取締役で構

成されており、社外取締役の助言などにより、取締役会の監督機能を高めるとともに、活

発な議論が交わされるよう努め、合議制により迅速な意思決定を行っております。

②監査役の職務執行

　監査役会は、常勤監査役１名と社外の非常勤監査役２名で構成されており、監査役は、

取締役会及び部門長会議に出席して意見を述べるほか、内部監査室や会計監査人による監

査立会いや情報交換などを通じ、取締役の業務執行の妥当性、効率性などを幅広く検証す

るなどの経営監視を実施しております。
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③内部監査の実施

　内部監査室は、業務プロセスの適正性、妥当性及び効率性など業務執行部門の内部監査

を通じて、組織横断的に内部統制システムの運用状況を監査するとともに、監査結果のフ

ォローアップを実施し、問題点の発見及び改善を図っております。

④財務報告に係る内部統制

　内部監査計画書に基づき、当社及び連結子会社の内部統制評価を実施しており、定期的

に内部統制推進委員会及び取締役会へ報告しております。

⑤リスク管理に関する取り組み

　「リスク・コンプライアンス推進委員会」を設置し、当社グループ内で発生しうるリス

クについての分析や、リスクの未然防止策、発生時の対処方法について協議するととも

に、各部署から選任されたリスクに関する管理責任者への啓蒙活動を行っております。

⑥コンプライアンスに関する取り組み

　コンプライアンス体制を確立し、全役職員への周知・徹底を図り、コンプライアンス遵

守状況の確認資料の配布等を通じてコンプライアンスの重要性についての啓蒙活動を行

うとともに定期・不定期にコンプライアンス状況のチェックをしております。

　また、内部通報制度を構築し、情報提供者の秘匿と不利益取扱いの禁止に関する規律を

整備した上で、内部通報先として経営陣から独立した社外取締役と社外監査役による合議

体とした窓口を設置しております。さらに「内部通報規程」を制定し、取締役会にて運用

状況を監督しております。

⑦反社会的勢力の排除

　「反社会的勢力対策規程」を制定するとともに、反社会的勢力の排除のための大阪府警

察本部から発行される「民事介入暴力追放の手引き（企業編）」を入手し、マニュアルと

して活用しております。

　また、長年にわたる暴力団・反社会的勢力排除意識の向上と警察と連携した暴力団排

除活動の取り組みが評価され、平成28年11月10日開催の第25回暴力団追放府民大会にて

「近畿管区警察局長・近畿ブロック暴追センター連絡協議会会長連盟表彰」を受賞いたし

ました。
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連結株主資本等変動計算書（平成28年4月1日から平成29年3月31日まで）

(単位：千円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式
株主資本
合　　計

平成28年4月1日残高 4,872,064 5,695,146 18,549,709 △567,572 28,549,347

当連結会計年度中
の変動額

剰余金の配当 △931,054 △931,054

親会社株主に帰属
する当期純利益

3,945,389 3,945,389

自己株式の取得 △87,688 △87,688

自己株式の処分 52,492 158,179 210,672

株主資本以外の項目
の当連結会計年度中
の変動額(純額)

当連結会計年度中
の変動額合計

－ 52,492 3,014,334 70,490 3,137,317

平成29年3月31日残高 4,872,064 5,747,639 21,564,043 △497,081 31,686,665

その他の包括利益累計額

新株予約権 純資産合計その他有価証券
評価差額金

土地再評価
差　額　金

その他の包括
利益累計額

合計

平成28年4月1日残高 △164,915 74,904 △90,011 34,316 28,493,652

当連結会計年度中
の変動額

剰余金の配当 △931,054

親会社株主に帰属
する当期純利益

3,945,389

自己株式の取得 △87,688

自己株式の処分 210,672

株主資本以外の項目
の当連結会計年度中
の変動額(純額)

125,481 － 125,481 △15,615 109,866

当連結会計年度中
の変動額合計

125,481 － 125,481 △15,615 3,247,183

平成29年3月31日残高 △39,433 74,904 35,470 18,700 31,740,836

(注)　記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表

（連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）

１．連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数　　　　　　　　　　　１社

(2) 連結子会社の名称　　　　　　　　　　フジ・アメニティサービス株式会社

２．持分法の適用に関する事項

　該当事項はありません。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

４．会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

時価のあるもの　　　　　　　　連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評

価差額は全部純資産直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの　　　　　　　　移動平均法による原価法

②　たな卸資産の評価基準及び評価方法

販売用不動産　　　　　　　　　　個別法による原価法（貸借対照表価額は収益

性の低下に基づく簿価切下げの方法）

仕掛販売用不動産　　　　　　　　個別法による原価法（貸借対照表価額は収益

性の低下に基づく簿価切下げの方法）

開発用不動産　　　　　　　　　　個別法による原価法（貸借対照表価額は収益

性の低下に基づく簿価切下げの方法）

原材料　　　　　　　　　　　　　移動平均法による原価法（貸借対照表価額は

収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

未成工事支出金　　　　　　　　　個別法による原価法（貸借対照表価額は収益

性の低下に基づく簿価切下げの方法）

貯蔵品　　　　　　　　　　　　　総平均法による原価法（貸借対照表価額は収

益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除く）　建物（建物附属設備を除く）は定額法、その

他の有形固定資産は定率法によっております。

ただし、平成28年４月１日以降に取得した建

物附属設備及び構築物については、定額法に

よっております。なお、主な耐用年数は次の

とおりです。

建物　　　　　　　　　35～42年

構築物　　　　　　　　10～15年

工具、器具及び備品　　５～８年
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②　無形固定資産（リース資産を除く）　定額法

なお、自社利用のソフトウェアについては、

社内における利用可能期間（５年）に基づく

定額法によっております。

③　リース資産　　　　　　　　　　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係

るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零と

する定額法を採用しております。

④　長期前払費用　　　　　　　　　　　定額法

(3) 重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金　　　　　　　　　　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般

債権については貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については個別に回収可能

性を検討し、回収不能見込額を計上しており

ます。

②　賞与引当金　　　　　　　　　　　　従業員賞与の支給に充てるため、支給見込額

に基づき計上しております。

③　業績連動役員報酬引当金　　　　　　取締役への報酬のうち、業績連動報酬の支給

に充てるため、支給見込額に基づき計上して

おります。

(4) 重要な収益及び費用の計上基準

完成工事高及び完成工事原価の計上基準

①　当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事（工期が

ごく短期間のもの等を除く）

　工事進行基準（工事の進捗率の見積は原価比例法）

②　その他の工事

　工事完成基準

(5) その他連結計算書類作成のための重要な事項

　　消費税等の会計処理

　税抜方式によっております。ただし、資産取得に係る控除対象外消費税等のうち

たな卸資産に係るものについては、発生連結会計年度の期間費用として処理し、固

定資産に係るものについては、原則として一括して長期前払費用に計上し、５年間

で均等償却を行うこととしております。

　（会計方針の変更に関する注記）

　　（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

　法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実

務上の取扱い」（実務対応報告第32号　平成28年６月17日）を当連結会計年度に適用し、

平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法

から定額法に変更しております。この変更による当連結会計年度の損益に与える影響額

は、軽微であります。
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（追加情報）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平

成28年３月28日）を当連結会計年度から適用しております。

（有形固定資産から販売用不動産への振替）

　所有目的の変更により、有形固定資産の一部を販売用不動産に振替いたしました。そ

の内容は以下のとおりであります。

建物及び構築物 336,251千円

土地 774,710千円

計 1,110,962千円

（連結貸借対照表に関する注記）

１．担保に供している資産

販売用不動産 1,580,281千円

仕掛販売用不動産 5,362,186千円

開発用不動産 31,427,400千円

建物及び構築物 3,208,777千円

土地 7,605,274千円

計 49,183,920千円

上記に対応する債務

短期借入金 6,909,293千円

長期借入金 41,651,645千円

計 48,560,939千円

２．有形固定資産の減価償却累計額 4,513,837千円

３．偶発債務

債務保証

顧客の住宅つなぎローンに対する保証 1,456,900千円

４．土地再評価法の適用

　当社は、「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月31日公布法律第34号）に基づ

き、事業用の土地の再評価を行い、「土地再評価差額金」を純資産の部に計上しており

ます。

再評価の方法

　「土地の再評価に関する法律施行令」（平成10年３月31日公布政令第119号）第２

条第５号に定める不動産鑑定評価に基づき算出しております。

再評価を行った年月日 平成14年３月31日

再評価を行った土地の期末における時価
と再評価後の帳簿価額との差額

△32,673千円
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（連結株主資本等変動計算書に関する注記）

１．発行済株式の総数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 36,849,912株

２．剰余金の配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決 議 株 式 の 種 類 配当金の総額
１ 株 当 た り

配 当 額
基 準 日 効力発生日

平成28年６月23日
定 時 株 主 総 会

普通株式 464,412千円 13円 平成28年３月31日 平成28年６月24日

平成28年10月31日
取 締 役 会

普通株式 466,642千円 13円 平成28年９月30日 平成28年11月22日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度と

なるもの

平成29年６月21日開催の定時株主総会において、次のとおり決議を予定しております。

決 議 株 式 の 種 類 配当金の総額
１ 株 当 た り

配 当 額
基 準 日 効力発生日

平成29年６月21日
定 時 株 主 総 会

普通株式 466,642千円 13円 平成29年３月31日 平成29年６月22日

　なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。
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（リース取引関係に関する注記）

１．ファイナンス・リース取引

所有権移転外ファイナンス・リース取引

(1) リース資産の内容

有形固定資産

車両運搬具であります。

(2) リース資産の減価償却の方法

　連結計算書類作成のための基本となる重要な事項「４．会計方針に関する事項　

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法」に記載のとおりであります。

２．オペレーティング・リース取引

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

１年内 8,226,348千円

１年超 3,591,775千円

計 11,818,124千円

（注）当社は、土地有効活用事業において、土地所有者に賃貸マンション・アパート

等の建設の提案受注を行っており、当該建物の完成引渡し後に連結子会社フジ・

アメニティサービス株式会社が、これを家主から一括借上し一般入居者に転貸す

る事業を行っております。

　一括借上賃貸契約期間は大部分が20年間であり、賃貸契約期間中はいつでも家

主からの解約が可能な契約となっております。また、期間中に家主に支払う賃借

料は当該建物の満室時における一般入居者への賃貸料をもとに決定し、主として

２年ごとに市場相場を反映した見直しを行う契約としております。

　上記未経過リース料には、当社の連結子会社フジ・アメニティサービス株式会

社の一括借上契約において、当連結会計年度末時点より賃料の見直しを行うまで

の借上賃料が固定されているものについて記載しております。
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（金融商品に関する注記）

１．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

　当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定しております。資金調

達については銀行等からの借入及び社債発行による方針であります。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

　営業債権である完成工事未収入金は、主として個人の顧客から受注する賃貸アパー

トの建築請負工事を工事進行基準に基づいて算定した工事債権の計上額であります。

　当社では、建築請負工事の受注契約時に顧客の信用状況について十分に把握するこ

とで信用リスクの管理を行っております。

　投資有価証券である株式は、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、主とし

て業務上の関係を有する企業の株式であり、時価については定期的に取締役会に報告

されております。

　また、顧客に対して長期貸付金を有しております。当該長期貸付金は、過年度にお

いて顧客の住宅ローンの一部として貸し付けを行ったものであり、回収に問題が生じ

た場合は、督促状を発送等すると共に回収状況について経営企画部長に報告されるこ

とになっております。

　営業債務である支払手形・工事未払金及び電子記録債務は、すべてが１年以内の支

払期日であります。

　借入金は、主に営業取引に係る資金調達であり、返済期間は主として５年以内であ

ります。借入金のうち変動金利による借入金は、金利の変動リスクに晒されておりま

す。当社では、各金融機関ごとの借入金利の一覧表を毎月部門長会議に報告すること

で、借入金利の変動状況をモニタリングしております。

　また、営業債務及び借入金は流動性リスクに晒されておりますが、当社財務部が資

金計画表を作成する等の方法により資金管理しております。

(3) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理

的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り

込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動すること

もあります。

(4) 信用リスクの集中

　当社グループの取引先は、主として個人であるため、当連結会計年度の連結決算日

において、該当事項はありません。
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２．金融商品の時価等に関する事項

　平成29年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、

次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、

次表には含まれておりません。（（注）２．をご参照ください。）
（単位：千円）

連結貸借対照表計上額 時 価 差 額

(1) 現金及び預金 12,271,581 12,271,581 －

(2) 完成工事未収入金 109,401 109,401 －

(3) 投資有価証券 579,833 579,833 －

(4) 長期貸付金 73,557

貸倒引当金（※） △1,502

72,054 72,054 －

資 産 計 13,032,871 13,032,871 －

(1) 支払手形・工事未払金 3,650,026 3,650,026 －

(2) 電子記録債務 619,068 619,068 －

(3) 短期借入金 5,323,900 5,323,900 －

(4) 長期借入金（１年内返済予
定の長期借入金を含む）

63,680,471 63,644,883 △35,588

負 債 計 73,273,466 73,237,877 △35,588

（※）長期貸付金に個別に計上している貸倒引当金を控除しております。

（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

資　産

(1) 現金及び預金

　預金はすべて短期であるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳

簿価額によっております。

(2) 完成工事未収入金

　完成工事未収入金は短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似しているこ

とから、当該帳簿価額によっております。

(3) 投資有価証券

　投資有価証券はすべて株式であり、その時価については取引所の価格によってお

ります。

(4) 長期貸付金

　長期貸付金は回収状況に問題のある貸付先に対しては、見積り将来キャッシュ・

フローに基づいて貸倒見積り高を算定しているため、時価は貸借対照表額から貸倒

見積り高を控除した金額に近似しており、当該価額をもって時価としております。
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負　債

(1) 支払手形・工事未払金、(2) 電子記録債務並びに(3) 短期借入金

　支払手形・工事未払金、電子記録債務及び１年内返済予定の長期借入金以外の短

期借入金については、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似しているこ

とから、当該帳簿価額によっております。また、１年内返済予定の長期借入金は、

(4) 長期借入金の項に記載したとおりであります。

(4) 長期借入金（１年内返済予定の長期借入金を含む）

　これらの時価については、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に

想定される利率で割り引いた現在価値により算定しております。なお、長期借入金

のうち変動金利によるものは、短期間で金利を見直していることから、時価は帳簿

価額と近似しておりますので、当該帳簿価額によっております。

２．非上場株式（連結貸借対照表計上額28,639千円）は、市場価格がなく、かつ将来キ

ャッシュ・フローが約定されておらず、時価を把握することが極めて困難と認めら

れるため、「(3) 投資有価証券」には含めておりません。

（賃貸等不動産に関する注記）

　主として大阪府下及び周辺地域において、当社では、中古住宅アセット事業に係る賃貸

等不動産を有しており、当社の連結子会社であるフジ・アメニティサービス株式会社では、

賃貸集合住宅等の賃貸等不動産を有しております。当連結会計年度における当該賃貸等不

動産に関する賃貸損益は580,844千円（賃貸収益は売上高に、賃貸費用は売上原価に計上）

の利益であります。

　また、当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、当連結会計年度増減額及び時価は、

次のとおりであります。

（単位：千円）

連 結 貸 借 対 照 表 計 上 額
当連結会計年度末の時価

当連結会計年度期首残高 当連結会計年度増減額 当連結会計年度末残高

8,996,405 2,611,914 11,608,320 11,740,711

（注）１．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。

２．当連結会計年度の主な増加額は中古住宅アセット事業に伴う土地・建物の増加額

（4,028,889千円）であり、主な減少額は所有目的変更に伴う土地・建物の振替による

減少額（1,110,962千円）、減価償却による減少額（144,125千円）及び売却による減

少額（167,960千円）であります。

３．期末の時価は、社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づく金額であります。

ただし、直近の評価時点から、重要な変動が生じていない場合には、当該評価額によ

っております。
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（１株当たり情報に関する注記）

１株当たり純資産額 883円73銭

１株当たり当期純利益 110円06銭

（重要な後発事象に関する注記）

（業績連動型ストック・オプションとしての新株予約権の発行）

　当社は、平成29年４月28日開催の取締役会において、会社法第236条、同238条及び239条

の規定及び平成28年６月23日開催の当社第43回定時株主総会における承認に基づき、当社

の取締役に対して業績連動型ストック・オプションとしての新株予約権を発行することを

決議いたしました。

１．新株予約権の割当を受ける者及びその人数

　当社取締役　　　　　　５名

２．新株予約権の目的となる株式の種類及び数

　当社普通株式　　　50,000株

３．新株予約権の総数

　50個（新株予約権１個につき1,000株）

４．新株予約権の払込金額

　新株予約権の払込金額は、新株予約権の割当てに際して算定された新株予約権の公

正価値を基準として当社取締役会において定める額とする。

５．新株予約権の割当日

　平成29年５月17日

６．新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金

に関する事項

①　新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社

計算規則第17条第１項に基づき算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、

計算の結果１円未満の端数が生じたときは、その端数を切り上げるものとする。

②　新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、

上記①記載の資本金等増加限度額から上記①に定める増加する資本金の額を減じた金

額とする。

７．新株予約権の行使の条件

　取締役は、権利行使時において、当社の取締役の地位にあることを要す。ただし、

取締役が任期満了により退任した場合はこの限りではない。

８．新株予約権の権利行使期間

　平成29年５月18日から平成30年５月17日までとする。

９．新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

　新株予約権１個当たり1,000円（１株当たり１円）
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株主資本等変動計算書（平成28年4月1日から平成29年3月31日まで）

(単位：千円)

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合　　計資本準備金

そ の 他
資本剰余金

その他利益剰余金

別途積立金
繰越利益
剰余金

平成28年4月1日残高 4,872,064 2,232,735 3,462,411 12,800,000 3,142,895 △567,572 25,942,534

当事業年度中の
変動額
別途積立金の
積立て

2,000,000 △2,000,000 ―

剰余金の配当 △931,054 △931,054

当期純利益 3,326,109 3,326,109

自己株式の取得 △87,688 △87,688

自己株式の処分 52,492 158,179 210,672

株主資本以外の
項目の当事業年度
中の変動額(純額)

当事業年度中の
変動額合計

― ― 52,492 2,000,000 395,054 70,490 2,518,037

平成29年3月31日残高 4,872,064 2,232,735 3,514,903 14,800,000 3,537,949 △497,081 28,460,571

評価・換算差額等
新株予約権 純資産合計その他有価証券

評価差額金
土地再評価
差　額　金

評価・換算
差額等合計

平成28年4月1日残高 △164,915 74,904 △90,011 34,316 25,886,839

当事業年度中の
変動額
別途積立金の
積立て

―

剰余金の配当 △931,054

当期純利益 3,326,109

自己株式の取得 △87,688

自己株式の処分 210,672

株主資本以外の
項目の当事業年度
中の変動額(純額)

125,481 － 125,481 △15,615 109,866

当事業年度中の
変動額合計

125,481 － 125,481 △15,615 2,627,904

平成29年3月31日残高 △39,433 74,904 35,470 18,700 28,514,743

(注)　記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

１．資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

①　子会社株式　　　　　　　　　　　移動平均法による原価法

②　その他有価証券

時価のあるもの　　　　　　　　事業年度末日の市場価格等に基づく時価法（評

価差額は全部純資産直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算定）

時価のないもの　　　　　　　　移動平均法による原価法

(2) たな卸資産の評価基準及び評価方法

販売用不動産　　　　　　　　　　個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性

の低下に基づく簿価切下げの方法）

仕掛販売用不動産　　　　　　　　個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性

の低下に基づく簿価切下げの方法）

開発用不動産　　　　　　　　　　個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性

の低下に基づく簿価切下げの方法）

原材料　　　　　　　　　　　　　移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収

益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

未成工事支出金　　　　　　　　　個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性

の低下に基づく簿価切下げの方法）

貯蔵品　　　　　　　　　　　　　総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益

性の低下に基づく簿価切下げの方法）

２．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産（リース資産を除く）　建物（建物附属設備を除く）は定額法、その他

の有形固定資産は定率法によっております。た

だし、平成28年４月１日以降に取得した建物附

属設備及び構築物については、定額法によって

おります。なお、主な耐用年数は次のとおりで

す。

建物　　　　　　　　　39～42年

構築物　　　　　　　　10～15年

工具、器具及び備品　　５～８年

(2) 無形固定資産（リース資産を除く）　定額法

なお、自社利用のソフトウェアについては、社

内における利用可能期間（５年）に基づく定額

法によっております。

(3) リース資産　　　　　　　　　　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る

リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法を採用しております。

(4) 長期前払費用　　　　　　　　　　　定額法
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３．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金　　　　　　　　　　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可能性を検

討し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 賞与引当金　　　　　　　　　　　　従業員賞与の支給に充てるため、支給見込額に

基づき計上しております。

(3) 業績連動役員報酬引当金　　　　　　取締役への報酬のうち、業績連動報酬の支給に

充てるため、支給見込額に基づき計上しており

ます。

４．重要な収益及び費用の計上基準

完成工事高及び完成工事原価の計上基準

①　当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事（工期がごく

短期間のもの等を除く）

　工事進行基準（工事の進捗率の見積は原価比例法）

②　その他の工事

　工事完成基準

５．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

　　消費税等の会計処理

　税抜方式によっております。ただし、資産取得に係る控除対象外消費税等のうちた

な卸資産に係るものについては、発生事業年度の期間費用として処理し、固定資産に

係るものについては、原則として一括して長期前払費用に計上し、５年間で均等償却

を行うこととしております。

（会計方針の変更に関する注記）
　　（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

　法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実

務上の取扱い」（実務対応報告第32号　平成28年６月17日）を当事業年度に適用し、平

成28年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法か

ら定額法に変更しております。この変更による当事業年度の損益に与える影響額は、軽

微であります。

（追加情報）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平

成28年３月28日）を当事業年度から適用しております。

（有形固定資産から販売用不動産への振替）

　所有目的の変更により、有形固定資産の一部を販売用不動産に振替いたしました。そ

の内容は以下のとおりであります。

建物 336,251千円

土地 774,710千円

計 1,110,962千円
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（貸借対照表に関する注記）

１．担保に供している資産

販売用不動産 1,580,281千円

仕掛販売用不動産 5,362,186千円

開発用不動産 31,427,400千円

建物 2,321,457千円

土地 4,635,232千円

計 45,326,558千円

上記に対応する債務

短期借入金 267,900千円

１年内返済予定の長期借入金 6,497,452千円

長期借入金 38,906,996千円

計 45,672,348千円

２．有形固定資産の減価償却累計額 2,089,990千円

３．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示したものを除く。）

短期金銭債権 5,874千円

短期金銭債務 294,021千円

４．偶発債務

債務保証

顧客の住宅つなぎローンに対する保証 1,456,900千円

５．土地再評価法の適用

　「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月31日公布法律第34号）に基づき、事業

用の土地の再評価を行い、「土地再評価差額金」を純資産の部に計上しております。

再評価の方法

　「土地の再評価に関する法律施行令」（平成10年３月31日公布政令第119号）第

２条第５号に定める不動産鑑定評価に基づき算出しております。

再評価を行った年月日 平成14年３月31日

再評価を行った土地の期末における時価
と再評価後の帳簿価額との差額

△32,673千円

（損益計算書に関する注記）

関係会社との取引高

営業取引による取引高 146,684千円

営業取引以外の取引高 84,134千円
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（株主資本等変動計算書に関する注記）

当事業年度の末日における自己株式の種類及び総数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末株式数

普 通 株 式 1,125,858株 132,500株 304,000株 954,358株

（注）１．自己株式の株式数の増加132,500株は、取締役会の決議に基づく自己株式の取得による

ものであります。

２．自己株式の株式数の減少304,000株は、ストックオプションの行使によるものでありま

す。

（税効果会計に関する注記）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産（流動）

たな卸資産 170,252千円

貸倒引当金 2,156千円

賞与引当金 57,399千円

業績連動役員報酬引当金 11,217千円

未払事業税 46,039千円

その他 86,496千円

計 373,561千円

評価性引当額 △2,164千円

繰延税金資産（流動）小計 371,396千円

繰延税金負債（流動）

その他 △16,327千円

繰延税金負債（流動）小計 △16,327千円

繰延税金資産（流動）の純額 355,069千円

繰延税金資産（固定）

その他有価証券評価差額金 19,719千円

その他 20,554千円

計 40,273千円

評価性引当額 △30,447千円

繰延税金資産（固定）小計 9,827千円

繰延税金負債（固定）

その他有価証券評価差額金 △11,019千円

繰延税金負債（固定）小計 △11,019千円

繰延税金負債（固定）の純額 △1,192千円

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異の原因となった主要

な項目別の内訳

　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異が法定実効税率の

100分の５以下であるため注記を省略しております。
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（関連当事者との取引に関する注記）

１．子会社等
（単位：千円）

種 類
会 社 等

の 名 称

議 決 権 等
の所有(被

所有 )割合

関 連 当 事 者

と の 関 係

取 引 の

内 容
取引金額 科 目 期末残高

子 会 社

フジ・アメニ

ティサービス

株 式 会 社

直接100.0％

賃貸マンションの
入居状況に係る市
場調査の業務委託

当社が建築請負し
たアパート等の賃
貸及び管理

役員の兼任

当社の銀
行借入金
に対する
担保提供

2,563,321 － －

（注）　取引条件及び取引条件の決定方針等

　中古住宅アセット事業の資金調達である当社の銀行借入に対して、同事業の物件の賃貸

及び管理を実施しているフジ・アメニティサービス株式会社所有の土地・建物2,563,321千

円の担保提供を受けたものです。

２．役員および個人主要株主等
（単位：千円）

種 類
会 社 等

の 名 称

議 決 権 等
の所有(被
所有 )割合

関 連 当 事 者

と の 関 係

取 引 の

内 容
取引金額 科 目 期末残高

役員及びその

近 親 者
宮 脇 宣 綱

（被所有）

直接0.2％

当社代表取締役

社長

新株予約権
の権利行使
（注）１

12,940 － －

役員及びその

近 親 者
山田光次郎

（被所有）

直接0.1％
当社専務取締役

新株予約権
の権利行使
（注）１

12,940 － －

役員及びその

近 親 者
今 井 志 朗

（被所有）

直接1.1％
当社顧問

一棟売賃貸

アパートの

販売（注）２

135,840 － －

（注）１．新株予約権の行使は、平成26年６月18日開催の定時株主総会決議に基づき付与された

ストック・オプションの当事業年度における権利行使を記載しております。なお、取引

金額は、当事業年度におけるストック・オプションの権利行使による付与株式数に行使

時の払込金額を乗じた金額を記載しております。

２．取引条件及び取引条件の決定方針等

　今井志朗氏との取引は、一般販売価格と同様に決定しており、消費税等を含めており

ます。

－ 21 －

個別注記表



（１株当たり情報に関する注記）

１株当たり純資産額 793円86銭

１株当たり当期純利益 92円79銭

（重要な後発事象に関する注記）

（業績連動型ストック・オプションとしての新株予約権の発行）

　当社は、平成29年４月28日開催の取締役会において、会社法第236条、同238条及び239条

の規定及び平成28年６月23日開催の当社第43回定時株主総会における承認に基づき、当社

の取締役に対して業績連動型ストック・オプションとしての新株予約権を発行することを

決議いたしました。

１．新株予約権の割当を受ける者及びその人数

　当社取締役　　　　　　５名

２．新株予約権の目的となる株式の種類及び数

　当社普通株式　　　50,000株

３．新株予約権の総数

　50個（新株予約権１個につき1,000株）

４．新株予約権の払込金額

　新株予約権の払込金額は、新株予約権の割当てに際して算定された新株予約権の公

正価値を基準として当社取締役会において定める額とする。

５．新株予約権の割当日

　平成29年５月17日

６．新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金

に関する事項

①　新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社

計算規則第17条第１項に基づき算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、

計算の結果１円未満の端数が生じたときは、その端数を切り上げるものとする。

②　新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、

上記①記載の資本金等増加限度額から上記①に定める増加する資本金の額を減じた金

額とする。

７．新株予約権の行使の条件

　取締役は、権利行使時において、当社の取締役の地位にあることを要す。ただし、

取締役が任期満了により退任した場合はこの限りではない。

８．新株予約権の権利行使期間

　平成29年５月18日から平成30年５月17日までとする。

９．新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

　新株予約権１個当たり1,000円（１株当たり１円）
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